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（一）情報処理に係る技術に関する事項 

１ 情報処理に係る技術において達成すべき高度化目標 

（１）当該技術の現状 

当該技術は、ＩＴ（Information Technology）（情報技術）を活用す

ることで製品や製造プロセスの機能や制御を実現する情報処理技術で

ある。製造プロセスにおける生産性、品質やコスト等の競争力向上にも

資する。 

当該技術には、製品自身の中に組み込まれ、その動作を制御し、目的

とする機能を実現するソフトウェア（以下、「組込みソフトウェア」と

いう。）、製品を作る製造プロセスにおいて製造機器に対する動作の制

御や、製造された製品の品質の検査等に用いられるソフトウェア（以下、

「製造プロセス関連ソフトウェア」という。）、製品の供給に向けた研

究・開発・製造、製品の運用・保守等の各種プロセスにおいて、製品の

動作、機能又はデザイン等をコンピュータ内の仮想空間に実現するソフ

トウェア（以下、「デザインソフトウェア」という。）をはじめ、その

他の多様なソフトウェア（以下、「その他のソフトウェア」という。）

が含まれる。これらの技術は相互に緊密に関連する。 

生産機械や家電、携帯電話、自動車、各種電子機器等の工業製品の多

くには、複雑な動作をあらかじめ定められた手順に従い実行、あるいは

使用者の操作や使用環境の変化に応じて制御し、さらに外部の機器等と

の協調動作を実行するための演算処理装置や記憶装置、センサ等が搭載

されている。このような機構は、搭載される機器に応じ、生産機械であ

ればＮＣ（Numerical Control）装置、自動車であればＥＣＵ(Electronic 

Control Unit)等様々な名称で呼称される。また、サーバ等を含む各種

のコンピュータを用いてそれぞれの場面に応じた情報処理を行うこと

により、機器の制御や作業者の支援といった各種の目的を実現する。 

当該技術は、機器内の記憶装置の内部に格納されるほか、汎用のコン

ピュータの記憶領域に格納、あるいは通信技術を活用して、機器外から

必要に応じたダウンロード等により利用される。 

当該技術は、製品の高機能化や製造プロセスの複雑化が進展するとと

もに、事業の国際競争が進展する現在の市場環境において不可欠のもの

となりつつあるとともに、事業の成否を左右するほどにその重要性が高

まっている。 

さらに、製品の使用者による誤操作の防止を含む安全性・信頼性の向

上、高齢者や障害者にも配慮したユーザビリティの向上、設計時のシミ

ュレーション精度の向上等の要求も高まっている。そのような社会的要
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求に対応するためにプログラムが複雑化・膨大化しており、それにとも

ないプログラム上の不具合（いわゆるバグ）への対応も重要な課題とな

っている。その他、通信技術の活用によりネットワーク接続機能を搭載

する製品が急速に増加しつつあることにより、制御システムセキュリテ

ィ・組込みシステムセキュリティを含む情報セキュリティ（以下、「情

報技術に係るセキュリティ技術」という。）の確保のための当該技術に

対するニーズも高まっている。 

当該技術の川下製造業者等の産業分野としては、ほぼ全ての電子制御

機構を有した製品をはじめ、研究・開発・製造等の各工程でソフトウェ

アを欠くことのできない製品が数多く存在する。中でもその重要性が高

い代表的な分野としては、電子機器、産業機器、自動車、情報通信機器

等が挙げられる。 

  

（２）当該技術の将来の展望 

当該技術は、今後、高機能・高性能な製品を実現するための主要技術

として、その重要性はますます高まることが考えられる。加えて、機械

製品や社会システムに機能を実装する際、従来はハードウェアの開発に

よって実現されていた箇所についても、演算処理装置とソフトウェアに

よって実現される場面が増加すると考えられる。また、製品の実現に必

要となる研究・開発・製造等の各過程についても、ソフトウェアはすで

に不可欠な基盤技術となりつつあり、今後の更なる発展が期待される。 

加えて、ソフトウェアの特徴として、特定の規格が「事実上の標準（デ

ファクト標準）」として利用される傾向にあることが挙げられる。例え

ば、デザインソフトウェアにおいて、ある形式のＣＡＤ（Computer Aided 

Design）等のデザインソフトウェアがデファクト標準になると、サプラ

イチェーンで繋がっている中小製造業者は必然的に当該ツールを導入

することになり、いわば「共通プラットフォーム」が形成されることに

なる。川上中小企業者等にとって使い勝手が良く、将来の技術拡張性が

高い共通プラットフォームを形成することも、当該技術のテーマのひと

つである。 

 

（３）川下分野横断的な共通の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える共通の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 
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ア．製品・システムの高付加価値化 

ソフトウェア製品を含む製品・システムの高付加価値化、競争力

強化のためには、高機能化、品質向上、開発期間短縮、設計や開発

及び製造等の各場面での生産性向上、コストの低減等を実現するこ

とが必要である。各場面において必要となる各種のソフトウェアを

高度化することが求められる。あわせて、事業構造の全体最適化、

事業継続性の確保の観点からも製造業のサプライチェーン全体を

見える化・最適化することも有効である。 

イ．新たな活用分野の開拓 

情報の利活用が高度化、広範囲化する中で、当該技術を活用した

新たな適合分野を開拓することが重要である。製造業においては当

該技術の活用により積層造形技術の実現や工作機械の一層の高度

化が進展している。また、製品の製造過程に留まらず各種の場面に

おいて高度な当該技術を機器・システムを通じて活用することによ

り既存の産業のビジネス領域の拡大、価値の向上が期待される。 

あわせて、当該技術の活用による電力や再生可能エネルギーの利

用等の高度化を図るスマートコミュニティ等の試みも進められて

いる。通信技術を活用して複数の機器間の連携や情報システムとの

連携等の既存の製品の枠を越えた新たな製品・システムの実現によ

る価値創造が期待されている。このような新しい産業・社会システ

ムの実現には、当該技術の活用が不可欠である。 

ウ．ものづくりにおける研究・開発・製造等の生産性向上を支援する

技術の高度化 

自動車部品等の設計や、強度や熱の影響等のシミュレーション

等、我が国の製造業においてはソフトウェアの活用が不可欠であ

る。我が国企業の国際競争力強化のためには、研究・開発・製造等

の各過程において生産性向上を図ることが不可欠であり、その実現

のために更なる当該技術の活用範囲の拡大と新たな技術の創出が

強く期待される。 

エ．製品・システムの安全性の確保・信頼性の向上 

組込みソフトウェアにおいて不具合が生じた場合、産業、生活、

人命等に対し、様々な影響が生じるとともに、その損害は甚大なも

のとなるおそれがある。そのため当該技術を用いた製品・システム

について、安全性の確保（不具合発生時の安全確保等）、信頼性の

向上（故障発生の低減等）が重要な課題である。 

オ．製品・システムの品質向上、開発期間短縮、開発コスト低減 
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川下製造業者等においては、様々な製品・システム等を開発・販

売するに際して、市場のニーズに合致した製品・システムの品質、

開発期間、コストの実現が、国際競争を勝ち抜くために必要となっ

ている。このため、求められる品質を満たしつつ、ソフトウェア規

格、部品の標準化等により、開発を効率化することが課題である。 

カ．製品・サービスのユーザビリティ向上 

利用者の特性、ニーズ、使用環境に対応した製品が望まれており、

特に一般の消費者が操作する製品では、誤操作による事故を防止す

る製品づくりも重要である。さらに、今後は機器がネットワーク機

能により相互に接続されつつある中で、利便性の向上や安全確保を

含めたユーザビリティの向上を通じ、製品・サービスの普及と高度

な利用を促進することが求められる。 

キ．製品の開発拠点のグローバル化、各種国際規格への対応 

国際競争が激化する中、川下製造業者等においては、製品等の開

発を国内のみならず海外で実施する等の取組が進んでいる。このよ

うな背景のもと、製品の安全確保やデファクト標準に基づく共通プ

ラットフォームへの対応の点から、国際規格への対応が不可欠の要

件となっている。また、グローバルなビジネスが展開する現在にお

いては国際規格に対応するだけでは不十分であり、国際標準化活動

として国際規格の策定段階から積極的に参画することや、自らの提

案する規格のデファクト化に向けた技術の普及の取組が競争力強

化を図るためにもあわせて重要である。 

ク．インフラ関連システムの海外展開及びそれを実現するための複数

産業の連携 

我が国産業の高度化、付加価値の増大に向けて、個別の機器や設

備の納入のみでなく、設計・建設から維持・管理まで含めた統合的

なシステムを海外に展開することが求められている。 

 

②高度化目標 

ア．当該技術により実現される機能の高度化 

ⅰ）製品の高性能化・高機能化に向けた技術の高度化 

製品の高性能化・高機能化の実現のためには当該技術の高度化

が不可欠である。ソフトウェアによる情報処理の効率化や高速

化、処理可能な情報量の拡大、それに伴い発生する課題への対応

等をはじめとする各種技術の高度化が代表的な目標である。ま

た、クラウドシステム上にソフトウェアを格納し、ネットワーク
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を介して利用する等の新たな形態での当該技術の活用も進展し

ており、新たに登場するニーズに対応するため、随時、技術の向

上が重要である。 

ⅱ）安全性・信頼性確保に向けた技術の高度化 

製品の安全性・信頼性を確保するため、不具合の発生を防止す

る設計・開発プロセス、ソフトウェア・エンジニアリング、テス

ト・検証技術、機器に障害が発生しても重大事故を引き起こさな

い障害対応の設計思想やシステム等が不可欠である。例えば、機

能安全技術（リスク分析技術、安全設計技術等）、障害情報・ユ

ーザー情報の利活用技術（再発防止技術等）が求められる。さら

に、様々な機器等のネットワークへの接続が普及しつつあるた

め、利用者の個人情報に対するセキュリティ対策、フェイルセー

フ機能等に関する技術の向上を実現していく。 

ⅲ）ものづくりにおける研究・開発・製造等の生産性向上を支援す

る技術の高度化 

研究・開発・製造等の各種の過程において、現在はほぼ全ての

場面で当該技術の利用が欠くことのできないものとなっている。

そのため、企業の生産性向上・競争力強化のためには、これらの

各過程で用いられる当該技術が重要な要素を占めている。当該技

術を活用することにより一人あたり・時間あたりの生産性向上を

実現することが可能である。また、当該技術の活用により従前に

は不可能であった高い水準の性能を有した素材や形状の実現、あ

るいは新たな機能や高い性能を有する製品の実現も見込まれる。

製造業の更なる生産性の向上を実現する当該技術を創出・普及し

ていく。 

ⅳ）ソフトウェア製品を含む製品の品質確保、開発期間管理、開発

コスト管理に係る技術の高度化 

川下製造業者等からのソフトウェア製品を含む各種製品につ

いての適切な品質の確保、開発期間、開発コストに対する要望は、

引き続き高い水準となることが見込まれる。そのため川上中小企

業者等においては、川下製造業者等が求めるソフトウェア製品を

含めた各種製品の品質、開発期間、開発コストに対応するための

技術の開発、開発体制の構築を実現する。 

ⅴ）機器とネットワークにより構築されるシステムに関する技術の

高度化 

各種の機器間や機器とネットワークの接続により構成される
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大規模なシステムの社会インフラとしての活用が普及しつつあ

り、システム統合化技術、クラウドコンピューティング環境を前

提とした社会システムの開発技術等の高度化が求められる。ま

た、大規模な社会インフラの他にも、機器とネットワークの接続

により構築されるシステムを利用する一般向けのサービスも広

がりつつある。今後需要の高まることが見込まれるネットワーク

関連技術やシステムを構成する機器に関する技術を含めたソフ

トウェア情報処理技術の高度化が重要である。また、高度化・複

雑化するソフトウェアの開発に対応するための各種の開発技術

を高度化する。 

ⅵ）製品・サービスのユーザビリティ向上に関する技術の高度化 

利用者の特性やニーズに対応するためには、製品やサービスの

ユーザビリティ等への配慮が必要である。また、ユーザビリティ

の向上により製品の誤操作等による事故を防止することも重要

である。利用者の安全を前提として確保しつつ、製品・サービス

の普及と高度な利用を促進するため、ハードとソフトの両面での

ユーザインタフェースの改善や特定の利用者層のニーズに対応

するための関連技術の開発等、各種のユーザビリティ関連技術を

高度化する。 

ⅶ）川下製造業者等の製造・販売拠点のグローバル化等に対応する

ための技術の高度化 

当該技術に関連する産業は国際的な競争が極めて厳しいこと

もあり、「高付加価値領域」に開発資源を集中する一方で、「共

通領域」は部品化・ツール化し、開発コストの安い海外において

開発する等、グローバルな分散開発が求められている。そのため、

グローバルな分散開発やグローバルサプライチェーンの構築等

への対応に必要な技術を高度化する。 

イ．他分野横展開に伴う技術的障壁の解決 

ⅰ）品質説明力の強化に向けた技術の高度化 

ソフトウェアの開発規模拡大、開発期間短縮化、開発主体の多

様化等の進展、その結果生じているソフトウェア等を原因とする

障害等の影響拡大により、ソフトウェア開発技術やプロセスに求

められる役割は重要なものとなっている。その中で、品質説明力

の強化に向けた技術として、技術文書の品質向上技術、トレーサ

ビリティ管理技術、定量的開発管理技術、独立検証・妥当性確認

技術等の高度化及び開発過程等について記録・管理するための技
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術等の高度化と普及を行う。 

 

（４）川下分野特有の事項 

当該技術の川下製造業者等が抱える特有の課題及びニーズ並びにそ

れらを踏まえた高度化目標を以下に示す。 

 

１）医療・健康分野に関する事項 

我が国の医療機器メーカーは、国際的に放射線治療機や画像診断機器

分野に強みがあり、また、治療分野では川上中小企業者等が持つものづ

くり技術を活かした機器開発のポテンシャルがあるものの、大幅な輸入

超過の状態である。そのため、医療分野においても機器とサービスの融

合といった観点が重要となっており、医療サービスと一体となった海外

展開が求められている。このような中、我が国の医療・健康関連産業の

海外展開に向けた各種の課題が具体化してきている。 

重要な研究開発課題のひとつはユーザビリティの向上である。人間工

学、認知工学、動態学等に基づき、利用者の特性や利用環境等に応じた

柔軟性及び適応性を有する、使用者に配慮した製品・サービスの提供が

必要とされている。特に、医療分野は人の生命や健康に直結する分野で

あることから、ソフトウェアやシステムの誤操作を含めたリスクを低減

するための技術の高度化が必要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．医療サービスと機器・システムの一体化及び海外展開 

②高度化目標 

ア．サービス・機器一体型ソリューションに対応した医療機器システ

ム等の構築に関する技術の高度化 

 

２）環境・エネルギー分野に関する事項 

スマートコミュニティやスマートシステムといったネットワーク概

念の発達とともに、システムの急速な複雑化、大規模化に対応しつつ、

社会の利便性を向上し、エネルギー消費や環境負荷を最小化する高度な

システムの実現が期待されている。 

近年、エネルギー価格の上昇に対応するため需要側の省エネルギー・

節電の必要性が高まっている。経済性の面で合理的なエネルギーシステ

ムの実現・普及を推進するとともに、中長期的には省エネルギー型の社

会構造を実現するためには、産業分野、小口の需要家、家庭等のそれぞ

れの利用者において需要側からの省エネルギー・節電の取組が必要であ
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る。また、供給側についても再生可能エネルギー導入拡大を推進するた

め、スマートコミュニティの構築をはじめとした各種の取組も必要であ

る。あわせて、水や大気、土壌等の環境保全、エネルギー利用機器の効

率向上を実現するための当該技術の活用が重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．再生可能エネルギーの導入促進 

イ．環境保全関連技術の高度化 

ウ．エネルギー効率の向上 

エ．安全性・信頼性確保に向けた技術の高度化 

②高度化目標 

ア．エネルギー利用の高度利用に必要なモニタリング・制御等の各種

技術の高度化 

イ．再生可能エネルギー導入に必要なモニタリング・制御等の各種技

術の高度化 

ウ．環境保全のためのモニタリングや情報の蓄積・活用及び機器の制

御等に関する技術の高度化 

エ．エネルギー効率向上のための機器の性能向上、システム化に関す

る技術の高度化 

オ．不具合発生の抑止、損失の拡大を防止するためのソフトウェア技

術の開発 

 

３）その他の分野に関する事項 

a.ロボット分野に関する事項 

我が国は、産業用途のロボット分野では、技術面、普及面とも世界最

高水準にあるものの、家庭用途をはじめとする新たな市場の開拓は十分

ではない。電気・機械・自動車メーカー等の各社においてサービスロボ

ットの開発も進められているが、周辺の機器との連携を前提としない単

独のロボット技術に主眼がおかれる傾向にあったことも十分な事業化

に至っていない一因と考えられる。そのため、事業化・市場創出を見据

え具体的なサービスを実現することを想定した製品の開発が必要であ

る。また、国際展開を見据え、共同企業体による開発プラットフォーム

の作成といった取り組みが今後求められる。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．機器・システムとの接続機能も活用した事業化可能な製品の実現 

イ．社会システムに組込まれたロボットの開発・事業展開 

ウ．ロボットを使用する現場との協業によるデータ収集 
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②高度化目標 

ア．機器・システムへの接続機能の活用による付加価値創出に関する

技術の高度化 

イ．通信機能を有するロボット製品の基盤技術の高度化 

ウ．製品の安全確保・信頼性向上のための技術の確立・高度化 

エ．国際展開を見据えたプラットフォームの作成  

 

b.自動車分野に関する事項 

自動車やカーナビゲーションシステム等関連端末のデジタル化／ネ

ットワーク化や当該技術を活用した運転支援機能の普及が進展しつつ

ある。一方で、我が国においては、それら通信機能を有した自動車と交

通システムの連携については未だ実用化に向けた途上にある。大規模な

産業構想の変化への対応の遅れが懸念されている。また、長期的にはＥ

Ｖ（Electric Vehicle）・ＰＨＶ（Plug-in Hybrid Vehicle）等を活用

するエネルギーシステムも構想されている。そのため、現段階において

はシステム開発等の技術的な課題や事業化可能性、社会的受容性の検討

が進められている。これらに関する取組としては、スマートコミュニテ

ィ国内外実証事業等の成果をもとに、自動車・蓄電池を軸とした都市・

交通システムとエネルギーシステムが融合した新社会システムとサー

ビスを実用化し、海外に展開することが期待されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．当該技術の活用による自動車の高性能化・高機能化 

イ．自動車製造に関連する各種プロセスの生産性向上 

ウ．交通システムとの接続に向けた自動車の情報化の推進 

エ．電気自動車等を含めたエネルギーシステム、サービスの実現 

②高度化目標 

ア．自動車の高性能化・高機能化に関する技術の高度化 

イ．自動車の安全確保・信頼性向上に関する技術の高度化 

ウ．自動車の研究・開発・製造等の各種プロセスの生産性向上を実現

するための当該技術の高度化 

エ．周辺の機器・システムとの接続に必要となる技術の高度化 

 

c.農業分野に関する事項 

我が国においては、農業の産業化が十分でない場面が存在する。広大

な土地の利用が困難な状況も少なくないという実情も踏まえると、生産

性を高めるべく、より付加価値の高い農産物を生産することが、我が国
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の農業のグローバル展開を目指すためにも重要である。そのため、セン

サ技術や環境制御システム、データベースの構築等による情報の蓄積・

活用といったＩＴを活用した農業の実現が期待される。あわせて、異業

種プレーヤーとの連携も通じ、農業の六次産業化とも言われるような新

たな付加価値の創出も重要である。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．ＩＴを活用したシステムによる農業の生産性向上 

イ．農産物等・関連ビジネスの付加価値の向上 

ウ．農産物等の海外展開 

②高度化目標 

ア．センサ技術等の農業システム関連機器の開発や環境制御システム等

の活用による農業システムの実現 

イ．農業の高度化のために必要となる技術の確立・高度化・普及 

ウ．農産物等の付加価値向上のために必要となる技術の確立・高度化・

普及 

 

d.コンテンツビジネス分野に関する事項 

ネットワークを利用した各種のコンテンツの配信プラットフォーム

が登場し、電子書籍や音楽をはじめとしたデジタルコンテンツ市場等が

拡大しつつあるものの、我が国においては、これら新規創出マーケット

への対応は途上にある。また、機器とコンテンツの融合領域の拡大も見

込まれており、今後の更なる取組が期待されている。 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

ア．コンテンツビジネス関連の機器・システムの開発 

イ．電子書籍市場等の新規創出マーケットへの対応 

②高度化目標 

ア．機器の高性能化・高機能化のための技術の高度化 

イ．コンテンツの利用に関連するソフトウェアに関連する技術の高度化 

ウ．コンテンツに関連するデバイス・サービス関連技術の高度化 

 

２ 情報処理に係る技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発

等の実施方法 

当該技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズに対応するための

技術開発の方向性を３点に集約し、以下に示す。 

 

（１）技術要素の高度化に対応した技術開発の方向性 
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①プラットフォーム 

②通信・ネットワーク 

③データベース 

④画像・動画処理 

⑤画像・音声認識 

⑥当該技術に係るセキュリティ 

⑦ユーザインタフェース 

⑧シミュレーション 

⑨デザイン 

⑩製造工程のモニタリング及びコントロール 

⑪オペレーションのモニタリング及びコントロール 

⑫ネットワーク接続による製品・サービスの付加価値向上 

⑬ＷＥＢ連携による製品・サービスの付加価値向上 

⑭ＷＥＢ連携による業務プロセスの生産性向上 

⑮医療・健康や環境、農業等の既存産業のＩＴ活用 

⑯エネルギー利用効率の向上 

⑰エネルギー制御の高度化 

⑱ビッグデータの活用 

⑲クラウドシステム等を活用したソフトウェアの高度利用 

⑳国際標準化活動への参画・デファクト標準化を含めた技術の普及 

 

（２）開発手法の高度化に対応した技術開発の方向性 

①要求獲得・要求定義 

②機能安全技術（リスク分析技術、安全設計技術等） 

③情報処理に係るセキュリティを確保したシステム設計 

④モデルベース開発、形式手法 

⑤ソフトウェアの実装 

⑥独立検証・妥当性確認技術（ＩＶ＆Ｖ(Independent Verification and 

Validation)）等テスト／検証 

⑦ソフトウェアの開発効率の向上 

⑧ソフトウェアの品質向上 

 

（３）管理技術の高度化に対応した技術開発の方向性 

①グローバル分散開発への対応 

②トレーサビリティ管理、定量的開発管理 

③技術文書の品質向上・管理効率向上 
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④国際規格への対応、国際標準化活動への参画 

⑤グローバルサプライチェーン等への対応 

 

３ 情報処理に係る技術において特定研究開発等を実施するに当たって配

慮すべき事項 

厳しい内外環境を勝ち抜く高い企業力を有する自律型企業へと進化す

るためには、川上中小企業者等は、以下の点に配慮しながら、研究開発

に積極的に取り組み、中核技術の強化を図ることが望ましい。 

 

（１）今後の当該技術の発展に向けて配慮すべき事項 

①産学官の連携に関する事項 

川下製造業者等、公設試験研究機関、大学等と積極的に連携し、事業

化に向けたニーズを把握しつつ、独創的な研究・技術開発を行うことが

重要である。その際、自らが有する技術についての情報発信を適切に行

い、円滑に研究開発が進むよう努めるべきである。 

②人材確保・育成及び技術・技能の継承に関する事項 

技術力の維持・向上に必要な人材の確保・育成のために、若手人材の

リーダーへの育成に努めるとともに、ベテラン技術者とのペアリングに

よる研究管理等により、技術・ノウハウを若年世代へ円滑に継承してい

く必要がある。 

③生産プロセスの革新に関する事項 

製品開発過程においても、常に自動化、省エネルギー、省スペースと

いったプロセスイノベーションを意識する必要がある。また、自由度の

高い製造工程と生産性の向上を目指し、研究開発段階においても、積極

的にＩＴ活用を図ることが望ましい。 

④技術体系・知的基盤の整備、現象の科学的解明に関する事項 

公的機関が提供する国際標準等の知的基盤を有効に活用しつつ、計測

技術及びシミュレーション技術を用いて、自らの技術や技能の科学的な

解明に努めるとともに、技術や技能のデータベース化を図りながら技術

体系を構築していくことが重要である。 

⑤知的財産に関する事項 

自社が保有する技術を知的財産として認識し、管理していくことが重

要であり、その有効な手段である特許権取得を適切に図る必要がある。

他方、特許出願すれば、その内容が公になることや、特許権の効力は出

願国にしか及ばないことから、特許出願せずにノウハウとして秘匿する

方が好ましい場合もあり、戦略的な対応が求められる。 
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川下製造業者等は、川上中小企業者等と共同で研究開発等を行う場合

には、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めを行

うとともに、川上中小企業者等が有する知的財産を尊重すべきである。 

 

（２）今後の当該技術に係る川上中小企業者等の発展に向けて配慮すべ

き事項 

①グローバル展開に関する事項 

積極的に海外市場の開拓を図るために、ターゲットとなる市場のニー

ズに応じた製品開発を進める必要がある。海外展開を進める際には、競

争力の源泉となる技術の流出防止を徹底することが重要であり、流出の

懸念がある技術についてはブラックボックス化を進める等の対策を講

じるべきである。 

②取引慣行に関する事項 

川上中小企業者等及び川下製造業者等は、受発注時における諸条件や

トラブル発生時の対処事項等について契約書等で明確化することが望

ましい。また、下請代金の支払遅延や減額等の禁止行為を定めた下請代

金支払遅延等防止法や、取引対価の決定や下請代金の支払い方法等につ

いて、親事業者と下請事業者のよるべき基準を示した、下請中小企業振

興法に定める「振興基準」を遵守し取引を行わなければならない。 

③サービスと一体となった新たな事業展開に関する事項 

単なる製品の提供に留まらず、ユーザーや市場ニーズを満足させるサ

ービス・機能・ソリューションの提供を目指した研究開発を進めること

が重要である。 

④事業の継続に関する事項 

自社の人材、インフラ、取引構造等について日頃から正確に把握し、

災害等が発生した場合の早期復旧とサプライチェーンの分断防止のた

め、危機対処方策を明記した事業継続計画（ＢＣＰ（Business 

Continuity Plan））をあらかじめ策定しておくことが重要である。 

⑤計算書類等の信頼性確保、財務経営力の強化に関する事項 

取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金調達の円滑化等のため、川

上中小企業者等は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企

業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用に努め、財務経営力の強化を図ることが重要である。 

  


